
４.障がい者支援について 

 （２）盲ろう者支援 

 

先日、現在は任意団体である福岡県盲ろう者友の会を、

特定非営利法人とする為の設立準備総会があり、参加し

ました。春日市のクローバープラザで開かれたのですが、

会議室の部屋が確保できずに、会場は流し台が設置して

ある、調理実習室で行われました。よく聞いてみると毎月

の定例会を開催する部屋を確保するのも苦労されていま

す。会員数は９８名で準備総会にも県内各地から集まってこられ、実参加者数は

３５名で他は委任状参加という状況です。会場に足を運ぶこと自体が大変な中、

喜々として集われる姿を拝見すると、例え視覚や聴覚に大きなハンディを持って

いようとも、また、介助者の指点字や触手話を通してしかコミュニケーションをと

れなくとも、お互い顔を合わせることがいかに大切であるかを痛感したところで

す。 

当会は平成１４年「独りぼっちの盲ろう者をなくそう」との思いで福岡盲ろう者

友の会を立ち上げました。それ以来、障害者福祉を取り巻く環境は大きく変わり

ましたが、「盲ろう者」に対する認知度は未だに非常に低いのが現状です。法律に

定義がなく、重複障害の程度や年齢も様々で、大変個別性が強い障害であること

から、既存の福祉制度では対応しきれないケースも多く生じているのが実情です。

そのような中、現状を一番よく分かっている自分たちが主体となって、より盲ろ

う者に寄り添い、更なる自立と社会参加を促進し、支え合い助け合う地域づくり

の推進に寄与するために、前述の通り NPO 法人化を目指しており、今年度中の

設立を目指しています。 

 



知事に質問します。 

令和2年6月議会にて、重複障害者数と通訳介助員派遣事業登録者数との乖

離があり、派遣事業にたどり着けていない方がおられる可能性がある。その為派

遣事業を必要とする方、その内利用登録をされていない方、その理由についての

実態調査の結果についてお示し下さい。 

友の会会長をはじめ支援をされている方が口々に訴えたのは、拠点が欲しい

という事です。東京都では 2009 年、鳥取県では 2016 年に、それぞれ盲ろう

者専用の盲ろう者支援センターを設置し、通訳介助員派遣事業、養成事業、相談

支援、訓練、交流会、普及啓発などの事業を実施しています。直ちにそこまで行か

なくとも、まずは盲ろう者や支援者が集える場が欲しいという事です。 

出来れば交通の便も良く、使い慣れた春日市クローバープラザに事務所を設

けたい旨県へも要望されているようですが、空きがないとのことです。障害特性

から啓発活動、情報発信、情報交換が非常に困難であることなどを考慮すれば、

拠点の確保は活動を支える基盤と考えます。本県の福祉行政推進のためにも、各

障がい者団体の要望を聴き取り、例えばクローバープラザ会議室の改築など拠

点の確保に向けて検討すべきと考えますが、知事の見解を求めます。 

  

【服部知事の答弁】 

①盲ろう者に関する実態調査の結果について 

令和 2年 7月に政令市、中核市を除く市町村に対して行った実態調査では、「盲ろう者通

訳・介助員派遣事業」の利用対象となる視覚・聴覚の重複障がいのある方は、令和 2年 3月

末時点で 212人おられ、そのうち同事業の利用登録をされている方は 17人でした。 

市町村からは、「派遣事業に関する情報が対象者に伝わっていない」という回答はなく、

利用登録が少ない理由としては、8 割を超える方が 65 歳以上であり、介護保険サービスを



受けることができたり、また、家族による支援を受けているため、同事業を利用する必要が

ないことが挙げられています。 

②障がい者団体の活動拠点の確保について 

県では、様々な障がい者団体の要望を定期的にお聞きしており、現在、活動拠点の確保に

ついて要望されている団体は１団体あり、入居先としてクローバープラザを希望されていま

す。しかし現在、クローバープラザは、新たな事務室を設ける空きスペースはなく、研修室

についても、今年度 1月までの稼働率の平均は約 75%と、多くの福祉団体等の皆様にご利用

いただいているところであり、研修室の改築による事務室への用途変更は、利用者の活動に

支障をきたすことから、困難であると考えています。 

今後、事務室に空きが生じた場合には、県において、県域で公益的な社会福祉事業を行っ

ている福祉関係団体に対して入居希望の調査を行い、入居団体を決定するので、その際には、

情報提供を行ってまいります。 


